























































終了平成 18年 3月）により平成 17年ごろにピークを迎えた市町村合併の結果によるところが





氏が実施した調査（8）、平成 28年 10月 16日に東京で開催された全国図書館大会東京大会の分科
会：市民の図書館「公立図書館における市民参画のあり方－図書館協議会の現状と未来－」（9）
で、図書館友の会全国連絡会が会員を通して調査した全国の図書館協議会の状況報告、平成 28













平成 11年度 2,592 1,568 50 859 605 48 2 4 －
平成 14年度 2,742 1,702 52 919 670 53 3 5 －
平成 17年度 2,979 1,833 51 1,267 477 37 1 － －
平成 20年度 3,165 1,937 50 1,497 356 32 － 2 －
平成 23年度 3,274 2,049 51 1,620 347 29 0 2 0
平成 27年度 3,336 （2016年 10月 1日現在分には図書館協議会に関する報告なし）
表 2 市町村合併前後の図書館数の変化
図書館数の変化 計 都道府県 市（区） 町 村 組合 法人
平成 11年度 2,592 65 1,548 856 89 3 31
平成 14年度 2,742 64 1,616 927 99 8 28
平成 17年度 2,979 62 2,129 697 65 2 24
平成 20年度 3,165 63 2,462 569 45 1 25
平成 23年度 3,274 61 2,592 549 46 1 25
平成 27年度 3,336 59 2,642 561 51 － 23
図 1 社会教育調査による図書館数と図書館協議会設置館数の変化
「図書館協議会」の活動実態把握（大阪府域）と活性化に向けた検討 （２９）
ア 1  図書館協議会の設置 
 図書館法第 14条第１項　置くことができる 
ア 2 図書館法第 14条第 2項　館長の諮問機関 
  館長へ意見 
              
イ 図書館法第 15条　委員の任命は教育委員会 
ウ 図書館法第 16条　委員任命は条例による 
 文部科学省令の基準参酌 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑵ 文部科学省中央教育審議会 平成 28年答申「個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題
解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について」http : //www.mext.go.jp/b_
menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1371833.htm（2016年 11月 21日取得）
⑶ 内閣府 平成 23年「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整
備に関する法律」http : //www.cao.go.jp/bunken-suishin/kakugiketteitou/kakugiketteitou-index.
html（2016年 11月 21日取得）






川図書館協議会）「新潟市の図書館」http : //www.niigatacitylib.jp/?page_id＝158（2016年 11月 21
日取得）
⑺ 総務省 市町村合併資料 http : //www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html（2016年 11月 21日取得）
⑻ 平山陽菜「日本の図書館協議会に関する総合的研究」筑波大学修士（図書館情報学）学位論文、2013
⑼ 日本図書館協会＞第 102回 全国図書館大会 東京大会 2016年 10月 16日（日）＞分科会＞第 14
分科会 市民と図書館 http : //jlarally.info/tokyo102th/index.php/subcommitee/section14（2016年
11月 21日取得）
⑽ 文部科学省委託研究 株式会社図書館流通センター『平成 27年度「生涯学習施策に関する調査研
究」；「公立図書館の実態に関する調査研究」報告書』http : //www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/chousa
/_icsFiles/afieldfile/2016/09/26/1377547_04.pdf（2016年 11月 21日取得）
⑾ 図書館協議会必置については、平成 27年 5月に図書館友の会全国連絡会と図書館問題研究会が文部
科学大臣・副大臣宛てに 1．図書館協議会を必置と委員の公募を図書館法へ 2．地方交付税措置を




⑿ 公共図書館部会「公共図書館通信 No.2」日本図書館協会、2016年 5月 19日
⒀ 日本図書館協会の HP も全国の図書館協議会の情報を発信している http : //www.jla.or.jp/link/link/
tabid/168/Default.aspx（2016年 11月 21日取得）
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